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荷主（メーカー・流通企業）と物流事業者の連携や中小企業の連携・事業の共

同化等による環境調和型の流通・物流の効率化を促進

～国際競争力の向上と環境への負荷の低減～

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律

２．２．認定スキーム認定スキーム

①立地要件
高速道路ＩＣ、空港、港湾、流通団地等の流通の結節
点となる社会資本等の近傍への立地

②設備要件
情報システム、自動化設備等の活用

③環境要件
輸送距離の縮減、積載率向上等の目標値設定

主務大臣による基本方針の策定

事業者による効率化計画の作成

主務大臣による効率化計画の認定

１．目的１．目的

３．支援措置３．支援措置

基本方針

【規制の緩和】

①貨物事業関連規制の緩和措置

②倉庫業法の緩和措置

③都市計画法・工場立地法上の配慮

等

【その他】

①中小企業の物流効率化対策
（物流効率化アドバイザー等）

②グリーン物流パートナーシップ
普及促進

③物流関連施設・設備の割増償却 等

【金融支援】

①中小企業信用保険法の特例

②中小企業基盤整備機構の高度化
融資

③中小公庫・日本政策投資銀行の
低利融資

④食品流通改善促進法の特例 等

資料６

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律

環環
境境
負負
荷荷
のの
低低
減減

荷主と物流事業者の連携による
総合的な物流

大企業、中小企業を問わず、企業単
独や任意グループも支援対象

環境調和型の物流効率化環境調和型の物流効率化

CO2排出量の削減

ＩＣタグの導入・
ＳＣＭの構築等

ＩＣタグの導入・
ＳＣＭの構築等

「中小企業流通業務効率化促進法」による支援「中小企業流通業務効率化促進法」による支援

中小企業者が協同組合によ
り行う共同物流

組合企業間の物流効率化組合企業間の物流効率化

情報処理設備・
自動ラック等の導入

情報処理設備・
自動ラック等の導入

４．中小企業流通業務効率化促進法の統合・強化について４．中小企業流通業務効率化促進法の統合・強化について

中小企業流通業務効率化促進法を新法に統合・強化し、協同組合が行う共同物流のみならず、
川上から川下まで中小企業等が柔軟に連携して行う環境調和型の物流効率化事業を支援。

中小企業信用保険法の特例、中小機構の高度化融資等の中小企業向け支援に加えて、物流
関係規制の緩和措置、立地規制の合理化措置など支援措置を拡充。

コスト削減、トラック台数の削減、
積載率の向上等
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１．鋼材メーカーの取り組み事例

荷主毎に別々に行われていた輸送について、共通する輸送ルートの始点と終点に共同

して物流拠点を集約化（ＩＣタグで物流管理）、大型トラックによる共同輸送を行うことで効
率化を図る。

・ 東京～大阪間の４ｔ車による個別輸送を１５ｔ車による共同輸送に転換。

・ 荷主ごとのラックに仕分け、荷物管理にはＩＣタグの導入を検討。

・ 積載効率の向上と車両の大型化による環境負荷の軽減

→ＣＯ２排出量の大幅削減。（3,638.4t-CO2/年→2,247.2t-CO2 /年（▲38.2%)）
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Ｘ

4tトラック

4tトラック

4tトラック

4tトラック
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ＳＣＭを支える情報基盤（ＩＣタグ、共通受注フォーマット、商品マスターＤＢ）の導入

（荷主）Ｎ溶接工業、Ｔシートフレーム、Ｍ金属、Ｎ鉱業
（物流事業者）Ｎ物流、Ｔ物流、Ｙ陸運

２．化粧品業界の取り組み事例

製品を少量ずつ各店舗に配送している同業種のライバル荷主が企業の壁を超え、共

同で物流拠点を整備。加えて、共同配送やＩＴを利用した最新受発注システムを導入す
ることによって物流コストの削減を図る。

・ 化粧品メーカー６社が「コスメ物流フォーラム２１」を構成、共同で物流拠点を整備。

・ 沖縄、北海道での商品配送を共同化してＳ運輸に委託。

・ 地域内の化粧品小売店に異なるメーカーの商品をまとめて納入。

・ ＩＴを利用したジャストインタイムの物流管理システムを導入するなど業務合理化に取り組む。
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物流拠点を

共同整備

化粧品メーカーが共同

して物流センターを設置

ＳＣＭを支える情報基盤（ＩＣタグ、共通受注フォーマット、商品マスターＤＢ）の導入

（荷主）Ｓ、Ｋ、Ｍなど

（物流事業者）Ｓ運輸
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３．自動車メーカーの取り組み事例

新しく物流センターを設立し、部品サプライヤーによる完成品製造工場への部品の搬

入を集約。最新システムの導入による物品管理の適正化や、共同配送による積載効率
の向上により物流を効率化、ＣＯ２排出量を大幅に削減する。

・ 工場には一日約１８００台のトラックが出入り。

・ 完成品製造メーカーのジャストインタイムでの納入の要求に応えるため、低積載率（４０％程

度）のトラックが多頻度往復し搬入を行っていた。

・ 受発注システムを共通化するため、最新の情報システムを導入して、部品管理の効率化を図る。

・ ＣＯ２排出量の大幅削減（19,000 t－CO2／年 → 9,500 t－CO2／年（▲50.0%)） ）

物流
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ＳＣＭを支える情報基盤（ＩＣタグ、共通受注フォーマット、商品マスターＤＢ）の導入

（完成品製造メーカー）Ｔ

（部品納入業者）Ｙ等（約２１０社）
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４．中小企業者による取り組み事例（中小企業流通業務効率化促進法認定）

（共同物流センター外観）

（物流センター内の設備）

（１）運送事業者による共同物流センターの
設置

参加企業数：１２社
投資規模：１７．９億（うち高度化融資１４．３億）

○個々の企業規模を超えた営業機会が拡大
○輸送効率の向上によるコスト削減
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（３）部品メーカー組合による共同物流セン
ターの設置

参加企業数：７９社
投資規模：５億（うち高度化融資３．９億）

納品

組合共同物流センター組合共同物流センター

製
品
メ
ー
カ
ー

発注

部品メーカー

部品メーカー

部品メーカー

部品メーカー

○製品メーカーからのジャストインタイム等高度
な納品要請に対応
○配送部門の共同化による固定経費削減

（２）卸団地における共同物流センターの設置

○取引先の多品種少量、高頻度納品の要
請に対応
○混載による共同配送の実施で効率性が
向上

参加企業数：６６社
投資規模：６．１億（うち高度化融資４．８億）
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